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平成１3年度事業報告

１．総会に関する事項

（１）平成１3年度定時総会
日　時　平成１3年５月１8日（金）午後3時

会　場　虎ノ門パストラル

議　案　第1号　平成12年度事業報告承認の件

　　　　第2号　平成12年度決算報告承認の件

　　　　第3号　定款の変更承認の件

　　　　第4号　平成13年度事業計画案承認の件

　　　　第5号　平成13年度予算案承認の件

        第6号　役員の選任の件

原案どおり承認された。

（２）平成１3年度臨時総会
日　時　平成１４年２月８日（金）午後3時

会　場　社団法人日本年金数理人会　事務局

議　案　第1号　定款の変更承認の件

　　　　第2号　選挙管理規則の変更承認の件

原案どおり承認された。

２．事業概況

（１）確定給付企業年金法の制定等に向けた当会基盤の強化

･企業年金法対策委員会の設置

･米国のエンロールドアクチュアリーに関する調査を実施

･確定給付企業年金法下における財政運営のあり方を検討

（２）企業年金等の財政に関する提言

・ 確定給付企業年金法施行に関する提言

  「確定給付企業年金法下における財政運営に関する提言」

          （平成１３年１１月 ９日）

・ 退職給付会計に関する意見表明・提出意見

  「退職給付会計における厚生年金基金の代行部分の取り扱いについて」

　　　       　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成１３年５月２９日）

  「退職給付会計に関する実務指針（中間報告）の改正案について」

　　　　  （日本公認会計士協会へ提出）              （平成１３年１１月２８日）
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  「退職給付制度間の移行等に関する会計処理（案）について」

         （財務会計基準機構企業会計基準委員会へ提出）（平成１４年１月１６日）

  「実務対応報告公開草案第２号退職給付制度間の会計処理に関する実務上の

取扱い（案）」について

         （財務会計基準機構企業会計基準委員会へ提出）（平成１４年３月１４日）

（３）年金数理の専門家としての業務水準の一層の向上

［実務基準の策定、改定について］

・ 以下の実務基準の改定を実施

① 年金資産の評価方法の変更に関する実務基準（平成１３年５月１６日）

② 確定拠出年金への移行に関する実務基準（平成１３年１２月２６日）

③ 退職給付会計に係る実務基準（改定案）（平成１４年３月）

［研修会並びに特別講演会等の開催について］

    ○特別講演会

        日  時   平成１３年５月１８日

        演  題   「年金制度の課題と展望」

                    社団法人共済組合連盟会長   船 後 正 道 氏

    ○第２６回研修会

        日　時　 平成１３年７月４日

　　　　演　題   「年金財政を巡る議論と年金数理人」

                    厚生労働省　年金局数理課長　坂 本 純 一 氏

    ○第２７回研修会

　　　　日　時　 平成１３年１１月２７日

　　　　演　題　 「厚生年金基金の運営の弾力化について」

                    厚生労働省　年金局基金数理室長　水 上　孝氏

　　○第２８回研修会

        日　時　 平成１４年２月６日

　　　　演　題　 「確定給付企業年金法政省令の解説」

　　　   　         厚生労働省　年金局基金数理室長　水 上　孝氏

　　 　　        「厚生年金基金の代行部分返上に関する『退職給付会計に関する

実務指針（中間報告）』の改正について」

　　　　　　　　　  退職給付会計基準合同検討会委員長　稲 葉 雅 博 氏

　　○実務研修会

        日　時　 平成１３年２月２７日（水）　午前１０時３０分から午後５時
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　　　　　　　　　　　　　 ２月２８日（木）　午前１０時３０分から午後５時

        場　所　 東京年金基金センター「セブンシティ」

　　　　テーマ　　２１テーマ

          ○２月２７日（水）

Ａ０  「数理人会活動」

Ａ１　「企業会計（縮小、整理の退職給付会計基準、金融商品会計基準）」

五十嵐則夫氏

Ａ２　「コーポレート・ガバナンス」工藤久嗣氏

Ｂ１　「厚生年金基金の実務基準（最新の追加、変更について）」

佐々木淳氏

Ｂ２　「支払保証制度」清水信広氏

Ｃ１　「確定拠出年金と数理人（ＤＣ移行の制度設計とその後の数理人

関与）」松原良氏、原靖氏

Ｃ２　「年金ＡＬＭ」杉田健氏

Ｄ１　「基礎率（予定利率の設定）」和田貴一氏、青井知幸氏

Ｄ２　「退職給付会計（監査法人サイドの見方）」新保博章氏、

木村亮治氏

　　　　  ○２月２８日（木）

Ａ３　「家計の貯蓄行動と保有資産（高齢者世帯を中心に）」

石川達哉氏

Ａ４　「企業年金の受給権」森戸英幸氏

Ａ５　「日本経済の問題と動向」武富將氏

Ｂ３　「年金資産運用」榊原悦文氏

Ｂ４　「公的年金の財政計算」弓場美裕氏

Ｂ５　「企業福利」陶野哲雄氏

Ｃ３　「基金と年金数理人」宮本貴永氏、町田晶生氏

Ｃ４　「確定給付年金制度（基金制度を含む）の将来」市川敬臣氏、

吉田英樹氏

Ｃ５　「海外の年金制度」小野正昭氏

Ｄ３　「厚生年金基金の実務基準（決算、財政計算、財政診断等の実務

ガイド編）」大山義広氏

Ｄ４　「年金数理人のあり方について（数理人制度、責任論）」

山口修氏、稲葉雅博氏

Ｄ５　「超低金利下の年金財政検証課題（継続、非継続基準のあり方）」

位田周平氏、上原尚氏

 （４）企業年金の普及・発展に向けた年金財政に関する啓発事業

［厚生年金基金等に対する講座等の開催］
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      全国１３ヶ所で開催

［厚生年金基金連合会等の事業への協力］

      厚生年金基金連合会の研修講師として１１名派遣

［企業年金の用語解説集の発行］

      「詳解 新企業年金法重要テーマ解説（仮題）」の発行を準備中

［新しい啓発事業の準備］

      大学大学院（早稲田大学、大阪大学）での「年金数理」講座の開設準備

（５）調査研究の充実

・ 「エンロールドアクチュアリーに関する米国調査報告」（平成１３年８月）

・ 諸外国の懲戒規定の調査・研究

・ 年金文献資料の収集

・ ＩＡＡにおける教育委員会資料の翻訳

（６）広報活動の充実･推進

     ・ 会報「年金数理人」の発行　　　　　平成１３年  ７月　　№　７　発行

　　　  　　　　　　　　　　　　　　　    平成１４年　１月 　 №　８　発行

・ 年金数理人ニュースの発行          平成１４年  ２月

・ 報道各社論説・解説委員との意見交換（２回）

・ インターネットホームページの活用

　　　　 実務基準公開草案の公表・退職給付会計についての意見表明等に活用

　　　　 日本年金数理人会の紹介や実務研修会の開催案内等に活用

・ 「Corporate Pension Plans in Japan」の改定版発行準備

（７）国内外の年金関係機関との情報交換等

・ 国際アクチュアリー会（IAA）理事会に出席（ポルトガル、香港、メキシコ）

・ 国際年金セミナー（IAA）に出席（イギリス　ブライトン）

・ 米国エンロールドアクチュアリー大会への会員派遣（ワシントン）

・ 国際アクチュアリー会議（ICA）（メキシコ　カンクーン）への会員派遣

（８）その他

・ 確定給付企業年金法制定に伴う定款変更

（「財政の健全性の維持向上」の対象に「確定給付企業年金」を追加）

・ 諸規程等の整備

・ 「会員のしおり」、「会員名簿」発行

・ 事務所移転・拡張（同一ビル内 ３Ｆから８Ｆ）
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３．理事会・委員会活動

・ 理事会（１１回）

①平成１４年度事業計画・予算案の決定

②平成１４年度役員選挙について

③定款、倫理規範の変更について審議

④財政運営に関する提言について

⑤退職給付会計に関する実務指針に対する意見表明について

⑥大学院での年金数理関連講座について

⑦ＩＡＡ関連事項、会運営の重要事項等について審議

・ 総務委員会（８回）

①平成１３年度定時総会資料の作成

②平成１４年度事業計画・予算案の作成

③役員選挙の準備

④評議員会の準備

・ 企画調整委員会（１０回）

①大学院での講座開設について（プロジェクトを設置し講座準備）

②年金関連文献研究会を設置（３回研究会実施）

③報道各社・解説委員との懇談会の実施について（２回実施）

・ 教育・研修委員会（７回）

①研修計画の作成

②特別講演会・研修会・実務研修会の実施

・ 広報委員会（１２回）

①会報「年金数理人」の編集

②年金数理人ニュースの発行

・ 国際委員会（２回）

①ＩＡＡ等国際機関、国際会議への対応

②外国の年金事情の情報収集

③「Corporate Pension Plans in Japan　2002」の改定版発行準備

・ 事務管理委員会（９回）

①定款変更案の作成

②定款変更に伴う諸規程の見直しについて

③「会員名簿」、「会員のしおり」の作成について

④事務の管理及び運営について

・ 実務基準委員会（２５回）

①実務基準の改訂及び策定

②総報酬制導入後の財政運営について

③繰上計算の判定基準等の変更について
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④確定拠出年金への移行について

⑤確定給付企業年金施行に伴う実務基準の新設・改定について

・ 紀律委員会（３回）

①諸外国の懲戒規定について

②倫理規範の改定について

③各国の倫理規範・事例等の調査について

・ 調査研究委員会（１回）

①書籍の購入・管理について検討

・ 資格制度委員会（１回）

①確定給付企業年金法成立に伴う年金数理人について

②継続教育について

・ 退職給付会計実務基準合同検討会（１０回）

①退職給付会計に係る実務基準の改訂案の作成

②「清算と縮小」等の会計処理の検討

③退職給付制度間の移行等に関する会計処理の検討

・ 講習会実行委員会（６回）

①講座内容、実施方法等の決定

②教材の作成

・ 企業年金法対策委員会（３回）

①確定給付企業年金法下の数理基準について

・ 年金用語辞典特別委員会（４回）

①原稿の作成

４．評議員会について

　　開催日時：平成１４年１月２８日（月）　午前１１時より

　　場　　所：霞ヶ関三井クラブ

　　審議事項：

① 平成１４年度事業計画について審議

（平成１３年度事業報告を含む）

②倫理規範変更について審議

５．会員の異動状況

（１） 入会

　　　　正会員　　　　　　３名

　　　　準会員　　　　　２０名



7

（２） 退会

　　　　正会員　　　　　　２名

　　　　準会員　　　　　１１名

（３） 資格変更

　　　　（準会員→正会員）　　　１３名

（４） 会員数（平成１４年３月３１日現在）

所 属 法 人 正  会  員 準  会  員 合      計

信 託 銀 行 １３１人 ５１人 １８２人

生命保険会社 １０８ ５２ １６０

政令指定法人 ２６ ９ ３５

その他の法人 ３５ ２９ ６４

個        人 ３４ ２ ３６

合        計 ３３４ １４３ ４７７



平成13年度決算報告

収　支　計　算　書
(自平成13年4月1日　至平成14年3月31日)

(単位： 円)

科　　　　　　目 予算額 決算額 差　　異 備　　考

Ⅰ　収入の部

１．会費等収入 49,200,000 47,180,000 2,020,000 

入会金 500,000 440,000 60,000 

会費 正会員 39,600,000 37,140,000 2,460,000 

準会員 7,100,000 7,600,000 △500,000 

賛助会員 2,000,000 2,000,000 0 

２．事業収入 7,200,000 7,275,000 △75,000 

研修会費 6,000,000 6,055,000 △55,000 

講習会費 100,000 70,000 30,000 

懇親会費 1,100,000 1,150,000 △50,000 

３．雑収入 4,000 345,997 △341,997 

受取利息 4,000 9,497 △5,497 

雑収入 0 336,500 △336,500 退職給付会計資料集の販売収入

当期収入合計　　 (A) 56,404,000 54,800,997 1,603,003 

前期繰越収支差額 9,742,501 9,742,501  

収入合計　　　　 (B) 66,146,501 64,543,498 1,603,003 

Ⅱ　支出の部

１．事業費 41,200,000 34,118,765 7,081,235 

総会費 4,500,000 3,720,804 779,196 

研修会費 6,500,000 5,605,914 894,086 

講習会費 1,500,000 862,136 637,864 

広報・出版費 12,500,000 6,604,291 5,895,709 企業年金の用語解説集等の発行が次年度に繰越

委員会等費 4,500,000 3,495,810 1,004,190 

調査研究費 6,700,000 8,228,915 △1,528,915 

寄付金支出 600,000 △600,000 （財）財務会計基準機構出捐金、大学院寄附講座

特別積立金支出 5,000,000 5,000,895 △ 895 

２．管理費 13,950,000 11,964,781 1,985,219 

事務所費 6,300,000 5,344,690 955,310 

給料手当 4,200,000 3,747,930 452,070 

福利厚生費 100,000 72,527 27,473 

通信運搬費 900,000 803,169 96,831 

消耗品費 1,850,000 1,652,680 197,320 

賃借料雑費 600,000 343,785 256,215 

  

３．予備費 800,000 800,000 

保証金支出 0 

当期支出合計　　 (C) 55,950,000 46,083,546 9,866,454 

当期収支差額　　 (A)－(C) 454,000 8,717,451 △8,263,451 

次期繰越収支差額 (B)－(C) 10,196,501 18,459,952 △8,263,451 
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貸　借　対　照　表
(平成14年3月31日現在)

(単位： 円)
科　　　　　目 金　　　　　　額

Ⅰ　資産の部

１　流動資産

現金 481,860 

普通預金 18,346,334 

特別積立金（普通預金） 10,000,895 

立替金 2,478 

　　流動資産計 28,831,567 

２　固定資産

保証金 1,841,058 

　　固定資産計 1,841,058 

資産合計 30,672,625 

Ⅱ　負債の部

１　流動負債

未払金 370,720 

　　流動負債計 370,720 

負債合計 370,720 

Ⅲ　正味財産の部

　　正味財産 30,301,905 

　　　負債及び正味財産合計 30,672,625 

（注）固定資産の減価償却は行っていない。
　　　立替金は源泉徴収税の納入時期により発生したもの。
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財　　産　　目　　録
(平成14年3月31日現在)

(単位： 円)
科　　　　　目 金　　　　　　額

Ⅰ　資産の部

１　流動資産

現金 481,860 

普通預金 18,346,334 
　(第一勧業銀行本店)

特別積立金 10,000,895 
　(第一勧業銀行本店)

立替金 2,478 

　　流動資産計 28,831,567 

２　固定資産

保証金 1,841,058 

　　固定資産計 1,841,058 

資産合計 30,672,625 

Ⅱ　負債の部

１　流動負債

未払金 370,720 

　　流動負債計 370,720 

負債合計 370,720 

　　正味財産 30,301,905 
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正　味　財　産　増　減　計　算　書
(自平成13年4月1日　至平成14年3月31日)

(単位： 円)
科　　　　　目 金　　　　　　額

Ⅰ　増加の部

当期収支差額 8,717,451 

特別積立金増加額 5,000,895 

保証金増加額

増加額合計 13,718,346 

Ⅱ　減少の部

　　資産減少額 0 

Ⅲ　当期正味財産増加額 13,718,346 

Ⅳ　前期繰越正味財産額 16,583,559 

Ⅴ　期末正味財産合計額 30,301,905 
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